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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２８年９月５日（平成２８年（行情）諮問第５５３号及び同第５

５５号） 

答申日：平成２９年３月３１日（平成２８年度（行情）答申第８３４号及び同

第８３５号） 

事件名：「陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦」等の一

部開示決定に関する件 

    「陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦」の一部

開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「「対特殊武器戦」第１～３件（陸自教範５－０３－０１－３０－２１

－０）。＊制定理由書ないし改訂理由書もあればそれも希望。」及び

「「対特殊武器戦」（陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０）の最新

版。＊電磁的記録が存在する場合，その履歴情報も含む。」（以下，順に

「本件請求文書１」及び「本件請求文書２」という。）の開示請求に対し，

別紙１に掲げる５文書（以下，文書１ないし３を「本件対象文書１」，文

書４及び５を「本件対象文書２」といい，併せて「本件対象文書」とい

う。）を特定し，その一部を不開示とした各決定については，本件対象文

書を特定したことは妥当であるが，別紙３に掲げる部分を開示すべきであ

る。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年１２月２１日付け防官文第

２０２５７号（平成２８年（行情）諮問第５５３号の関係。以下，同諮問

事件を「諮問第５５３号」という。）及び平成２８年３月１１日付け防官

文第４３１６号（平成２８年（行情）諮問第５５５号の関係。以下，同諮

問事件を「諮問第５５５号」という。）により防衛大臣（以下「処分庁」

又は「諮問庁」という。）が行った各一部開示決定（以下，順に「原処分

１」及び「原処分２」といい，併せて「原処分」という。）について，そ

の取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

  異議申立人の主張する異議申立ての理由は，各異議申立書及び意見書１

ないし３の記載によると，おおむね以下のとおりである（なお，異議申立
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人が添付している資料の内容は省略する。）。 

（１）各異議申立書並びに意見書１及び２（諮問第５５３号及び同第５５５

号） 

ア 本件対象文書につき，本件各開示決定通知書で特定されたＰＤＦフ

ァイル形式以外の電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定

を求める。 

イ 本件対象文書の履歴情報が特定されていなければ，改めてその特定

を求める。 

ウ 特定されたＰＤＦファイルが本件対象文書の全ての内容を複写した

ものであるかの確認を求める。 

エ 「本件対象文書の内容と関わりのない情報」（平成２４年４月４日

付け防官文第４６３９号）として開示されなかった情報が存在するな

ら，改めてその特定と開示・不開示の判断を求める。 

オ 原処分で一部不開示とされた部分につき，当該部分に記録された内

容を精査し，支障が生じない部分については開示すべきである。 

（２）意見書３（諮問第５５３号） 

ア 第１・２編１０６頁（冒頭から１１３枚目。以下括弧内は同じ）付

表第３について 

     一般的な性質を示しているにすぎないので不開示は行き過ぎと思わ

れる。 

イ 同１１５頁（１２２枚目）付表第１について 

  総務省消防庁「消防・救助技術の高度化等検討会」第３回救助分科

会（平成２５年１月２８日）資料５－１で紹介されている程度は明ら

かにできるはずである。 

ウ 第３編１３頁（２１枚目）第３図について 

防衛省ホームページに掲載「防衛省仕様書改正票 化学防護衣４形

（Ｂ）」で紹介されている程度は明らかにできるはずである。 

エ 同１７頁（２５枚目）第５表について 

鳥取県西部広域行政管理組合消防局ホームページ掲載「Ｍ８検知紙，

Ｍ９検知紙使用法」で紹介されている程度は明らかにできるはずで

ある。 

オ 同１６４頁（１７０枚目）付録第１０について 

「平成２５年度消防・救助技術の高度化等検討会報告書」３－２１

４頁（４６３枚目）において紹介されている程度は明らかにできる

はずである。 

カ 同１６５頁（１７１枚目）付録第１１について 

  総務省消防庁「消防・救助技術の高度化等検討会」第３回救助分科

会（平成２５年１月２８日）資料５－１で紹介されている程度は明ら
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かにできるはずである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 理由説明書１（諮問第５５３号） 

（１）経緯 

本件開示請求は，本件請求文書１の開示を求めるものであり，本件開

示請求書に対し，以下の３文書を特定した。 

ア 「陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦（第１

編 総論）（第２編 作戦の要領）」 

イ 「陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦（第３

編 特殊武器防護）」 

ウ 「対特殊武器戦改正理由書 陸上幕僚監部 平成２１年１１月」 

本件開示請求については，法１１条を適用して平成２７年１２月２１

日まで開示決定等の期限を延長し，まず，平成２５年１１月５日付け防

官文第１４６００号により，上記ア及びイについては，特定した行政文

書のそれぞれの表紙からはしがきまで開示決定を行い，上記ウについて

は，表紙から中表紙まで特定した行政文書の開示決定を行った後，平成

２７年１２月２１日付け防官文第２０２５７号により，残余の部分（本

件対象文書１）について法５条３号に該当する部分を不開示とする一部

開示決定（原処分１）を行った。 

本件異議申立ては，原処分１に対してされたものである。 

（２）法５条の該当性について 

    本件対象文書の不開示とした部分及び不開示とした理由は別紙２のと

おりである。 

（３）本件対象文書の電磁的記録について 

   陸上幕僚監部教育訓練部では，本件対象文書１の原稿として関係部署

から電子メールで寄せられたいわゆる文書作成ソフト，プレゼンテーシ

ョンソフト及び表計算ソフトにより作成したデータをパソコン内に一旦

保存した後，いわゆる文書作成ソフトによりこれらのデータを編集し，

原稿として寄せられたデータとともに可搬型記憶媒体に記録し，これを

委託業者に貸与した。 

   委託業者はこれを基にデータを再構成するとともに，プログラムを組

み込むなど必要な加工を施した後，紙媒体及びＰＤＦファイル形式によ

り陸上幕僚監部教育訓練部に納品した。 

（４）異議申立人の主張について 

ア 異議申立人は，「他にも文書が存在するものと思われる。」と主張

し，本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の電磁

的記録形式が存在すれば，それについても特定するよう求めるが，本

件対象文書の取扱いは上記（３）のとおりであり，ＰＤＦファイル形
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式以外の電磁的記録は保有していない。 

なお，異議申立人は，処分庁が原処分１における行政文書開示決定

通知書においてＰＤＦファイル形式の電磁的記録を特定したかのよ

うに述べるが，法その他の関係法令において，特定した電磁的記録

の形式まで明示しなければならないことを義務付けるような趣旨の

規定はないことから，原処分１においては「ＰＤＦファイル形式」

と電磁的記録の形式まで明示していない。 

イ 異議申立人は，「本件開示決定通知からは不明である」として，本

件対象文書の履歴情報についても特定するよう求めるとともに，「平

成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような「本件対象文

書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な判断は，法に反す

る」として，「本件対象文書の内容と関わりのない情報」についても

特定し，開示・不開示を判断するよう求めるが，本件対象文書の履歴

情報やプロパティ情報等については，いずれも防衛省において業務上

必要なものとして利用又は保存されている状態になく，法２条２項の

行政文書に該当しないため，本件開示請求に対して特定し，開示・不

開示の判断を行う必要はない。 

ウ 異議申立人は，「本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複

写の交付が行われている場合，本件対象文書の内容が，交付された複

写には欠落している可能性がある。」として，特定されたＰＤＦファ

イルが本件対象文書の全ての内容を複写しているか確認するよう求め

るが，本件異議申立てがされた時点においては，開示の実施は行われ

ておらず，したがって複写の交付も行われていない。 

エ 異議申立人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分に

ついては開示すべきである。」として，不開示部分についてその取消

しを求めるが，本件対象文書の法５条該当性を十分に検討した結果，

その一部が別紙２のとおり同条３号に該当することから当該部分を不

開示としたものであり，その他の部分については開示している。 

オ 以上のことから，異議申立人の主張はいずれも理由がなく，原処分

１を維持することが妥当である。 

２ 理由説明書２（諮問第５５５号） 

（１）経緯 

本件開示請求は，本件請求文書２の開示を求めるものであり，本件開

示請求書に対し，本件対象文書２を特定した。 

本件開示請求については，法９条１項の規定に基づき，平成２８年３

月１１日付け防官文第４３１６号により，法５条３号に該当する部分を

不開示とする一部開示決定（原処分２）を行った。 

本件異議申立ては，原処分２に対してされたものである。 
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（２）法５条の該当性について 

    上記１（２）と同旨 

（３）本件対象文書の電磁的記録について 

   上記１（３）と同旨 

（４）異議申立人の主張について 

ア 上記１（４）アと同旨 

イ 上記１（４）イと同旨 

ウ 上記１（４）ウと同旨 

エ 上記１（４）エと同旨 

オ 以上のことから，異議申立人の主張はいずれも理由がなく，原処分

２を維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，諮問第５５３号

及び同第５５５号を併合し，調査審議を行った。 

   ① 平成２８年９月５日   諮問の受理（諮問第５５３号及び同第５

５５号） 

    ② 同日           諮問庁から理由説明書１及び２を収受（ 

同上） 

   ③ 同月２７日       審議（同上） 

   ④ 同年１０月４日     審査請求人から意見書１及び２並びに各

資料を収受（同上） 

   ⑤ 同月５日        審査請求人から意見書３及び資料を収受

（諮問第５５３号） 

⑥ 平成２９年２月７日   委員の交代に伴う所要の手続の実施，本

件対象文書の見分及び審議（諮問第５５

３号及び同第５５５号） 

   ⑦ 同月１４日       審議（同上） 

   ⑧ 同月２３日       審議（同上） 

   ⑨ 同年３月７日      審議（同上） 

   ⑩ 同月２９日       諮問第５５３号及び同第５５５号の併合

並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件各開示請求について 

本件各開示請求は，本件請求文書１及び２の開示を求めるものである。 

処分庁は，本件請求文書１に該当するものとして，（１）「陸自教範５

－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦（第１編 総論）（第２編 

作戦の要領）」，（２）「陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対

特殊武器戦（第３編 特殊武器防護）」及び（３）「対特殊武器戦改正理
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由書 陸上幕僚監部 平成２１年１１月」を特定し，法１１条に規定する

特例延長を適用した２回目の決定（原処分１）により，当該文書のうち，

（１）及び（２）のそれぞれ表紙からはしがきまでを除く部分並びに

（３）の表紙から中表紙までを除く部分（本件対象文書１）について，そ

の一部を法５条３号に該当するとして不開示とする原処分１を行った。 

また，処分庁は，本件請求文書２に該当するものとして，上記（１）及

び（２）（本件対象文書２）を特定し，その一部を法５条３号に該当する

として不開示とする原処分２を行った。 

これに対し，異議申立人は，本件対象文書のＰＤＦファイル形式以外の

電磁的記録の特定及び不開示部分の開示等を求めているが，諮問庁は，原

処分を維持することが妥当であるとしていることから，以下，本件対象文

書の見分結果を踏まえ，本件対象文書の特定の妥当性及び不開示部分の不

開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，諮問庁は，次のとおり説明する。 

ア 本件対象文書の原稿については，起草機関である陸上自衛隊研究本

部（以下「研究本部」という。）の担当者が電磁的記録として作成し

た上，当該電磁的記録を紙媒体に印刷し，平成２１年１１月に陸上幕

僚監部内の決裁を受けている。 

イ 上記アの決裁後，研究本部の担当者が当該電磁的記録を陸上幕僚監

部の教育訓練部に送付し，教育訓練部の担当者が，印刷業者に貸与す

るために当該電磁的記録を編集し，可搬的記憶媒体に記録したものを

印刷業者に渡して印刷・製本を委託した。当該印刷業者は，可搬的記

憶媒体に保存された電磁的記録を更に加工してＰＤＦファイル形式の

電磁的記録及び印刷・製本された紙媒体のものを作成し，これらを教

育訓練部に納品した。 

ウ 本件開示請求に対しては，上記印刷業者から納品されたＰＤＦファ

イル形式の電磁的記録を特定したものであり，他に本件対象文書の電

磁的記録は保有していない。 

なお，研究本部が作成した本件対象文書の原稿である電磁的記録及

び教育訓練部が印刷業者に貸与するために編集した電磁的記録につ

いては，当該印刷業者からのＰＤＦ形式の電磁的記録等の納入後，

必要がないため廃棄しており，また，当該印刷業者に貸与したもの

は，納品の際に当該印刷業者から返却を受け，その後廃棄している。 

（２）本件対象文書については，その作成方法等に関する上記（１）の諮問

庁の説明を覆すに足りる事情が認められないことに鑑みると，印刷業者

から納品されたＰＤＦファイル形式の電磁的記録以外に本件請求文書１
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及び２に該当する電磁的記録を保有していない旨の上記（１）の説明は，

特段不自然，不合理とはいえず，したがって，防衛省において，本件対

象文書のＰＤＦファイル形式以外の電磁的記録を保有しているとは認め

られない。 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

   当審査会において本件対象文書を見分したところ，不開示部分（別紙３

に掲げる部分を除く。）のうち，別紙２の項番１に掲げる不開示部分には，

特殊武器攻撃の目標に関する情報が，別紙２の項番２に掲げる不開示部分

には，陸上自衛隊の対特殊武器戦における情報収集の対象等に関する情報

が，別紙２の項番３に掲げる不開示部分には，陸上自衛隊の対特殊武器戦

における部隊運用に関する情報が，別紙２の項番４に掲げる不開示部分に

は，陸上自衛隊が対特殊武器戦において使用する装備品の性能等に関する

情報が，別紙２の項番５に掲げる不開示部分には，陸上自衛隊が参照して

いる米軍教範の内容に関する情報が，別紙２の項番６に掲げる不開示部分

には，陸上自衛隊の装備品の整備状況に関する情報が，それぞれ具体的に

記載されていると認められる。 

   当該部分については，その記載内容に照らし，別紙２の「不開示とした

理由」欄のとおり，これを公にすることにより，陸上自衛隊の対特殊武器

戦における運用要領，情報関心，装備品の能力等が推察され，自衛隊の活

動を阻害しようとする相手方をして，それらを踏まえた対処行動をとるこ

とを容易にするなど，自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼし，ひい

ては我が国の安全が害されるおそれ又は我が国と米国との間の信頼関係が

損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由が

あり，法５条３号に該当すると認められるので，不開示とすることが妥当

である。 

しかしながら，不開示部分のうち，別紙３に掲げる部分は，ガンマ線及

び中性子線を減衰させる遮蔽物とその厚さに関して一般的に認識されてい

る情報（項番１），誘導放射能地域に関して一般的に認識されている情報

（項番２），装備品に関する一般的な説明（項番３）並びに本件対象文書

中の他の部分で開示され明らかになっている情報（項番４）にすぎず，こ

れを公にしても，自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るとは認められず，したがって，我が国の安全が害されるおそれがあると

行政機関の長が認めることにつき相当の理由があるとは認められないこと

から，法５条３号に該当せず，開示すべきである。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

   異議申立人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

 ５ 本件各一部開示決定の妥当性について 
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   以上のことから，本件請求文書１及び２の開示請求に対し，本件対象文

書を特定し，その一部を法５条３号に該当するとして不開示とした各決定

については，防衛省において，本件対象文書のＰＤＦファイル形式以外の

電磁的記録を保有しているとは認められないので，本件対象文書を特定し

たことは妥当であり，別紙３に掲げる部分以外の不開示とされた部分は，

同号に該当すると認められるので，不開示としたことは妥当であるが，別

紙３に掲げる部分は，同号に該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第１部会） 

  委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙１（本件対象文書） 

 

文書１ 陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦（第１編 

総論）（第２編 作戦の要領）（表紙からはしがきまでを除く） 

文書２ 陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦（第３編 

特殊武器防護）（表紙からはしがきまでを除く） 

文書３ 対特殊武器戦改正理由書 陸上幕僚監部 平成２１年１１月（表紙

から中表紙までを除く） 

文書４ 陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦（第１編 

総論）（第２編 作戦の要領） 

文書５ 陸自教範５－０３－０１－３０－２１－０ 対特殊武器戦（第３編 

特殊武器防護） 
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別紙２（原処分において不開示とした部分及び理由） 

 

項番 不開示とした部分 不開示とした理由 

１ 文 書 １

及び４ 

９頁及び１０頁のそれぞれ一部 特殊武器攻撃の目標に関する情報

であり，これを公にすることによ

り，対特殊武器戦における防護対

象が明らかになり，自衛隊の運用

要領が推察され，自衛隊の任務の

効果的な遂行に支障を及ぼし，ひ

いては我が国の安全を害するおそ

れがあることから，法５条３号に

該当するため不開示とした。 

２ 文 書 １

及び４ 

３４頁，４３頁，１０１頁，１

０６頁，１０７頁，１０９頁か

ら１１１頁まで，１１３頁，１

１５頁，１１７頁，１１８頁，

１２２頁，１２３頁，１４８頁

及び１５４頁のそれぞれ一部 

対特殊武器戦における情報業務に

関する情報であり，これを公にす

ることにより，特殊武器に関する

情報関心が推察され，自衛隊の任

務の効果的な遂行に支障を及ぼ

し，ひいては我が国の安全を害す

るおそれがあることから，法５条

３号に該当するため不開示とし

た。 

文 書 ２

及び５ 

７頁，２１頁から２３頁まで，

２６頁，３９頁，１０６頁及び

１６１頁から１７５頁までのそ

れぞれ一部 

３ 文 書 １

及び４ 

４４頁から９７頁までのそれぞ

れ一部 

対特殊武器戦における部隊運用に

関する情報であり，これを公にす

ることにより，部隊の能力及び配

置が推察され，自衛隊の任務の効

果的な遂行に支障を及ぼし，ひい

ては我が国の安全を害するおそれ

があることから，法５条３号に該

当するため不開示とした。 

４ 文 書 ２

及び５ 

１２頁から１９頁，３６頁，７

８頁，７９頁，８８頁から９４

頁まで，９６頁，９９頁から１

０１頁まで，１０３頁，１０４

頁及び１２０頁から１３５頁ま

でのそれぞれ一部 

対特殊武器戦における防護能力及

び装備品の性能・機能等に関する

情報であり，これを公にすること

により，自衛隊の装備品の能力，

運用要領が推察され，自衛隊の任

務の効果的な遂行に支障を及ぼ

し，ひいては我が国の安全を害す
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るおそれがあることから，法５条

３号に該当するため不開示とし

た。 

５ 文書３ １３頁の一部 米軍教範に関する情報であり，こ

れを公にすることにより，我が国

と米国との間の信頼関係が損なわ

れるおそれがあることから，法５

条３号に該当するため不開示とし

た。 

６ 文書３ ３３頁の一部 陸上自衛隊の装備品の整備状況に

関する情報であり，これを公にす

ることにより，自衛隊の任務の効

果的な遂行に支障を及ぼし，ひい

ては我が国の安全を害するおそれ

があることから，法５条３号に該

当するため不開示とした。 

 

 



 

 12 

別紙３（開示すべき部分） 

 

項番 文書番号 頁 開示すべき部分 

１ 文書１及び４ １０６頁 全て 

２ 文書１及び４ １０７頁 全て 

３ 文書２及び５ １２頁ないし１６頁 １４頁の（ア），（イ）及び（ウ）並び

に１６頁の４行目ないし６行目を除く部

分の全て 

４ 文書２及び５ １６４頁 「種類」欄中の「アルカリ」欄の１文字

目ないし１５文字目，「酸」欄の４文字

目及び５文字目，「有機溶剤」欄の４文

字目ないし１３文字目並びに「造錯剤」

欄の１文字目ないし４文字目 

 

 


